
別記様式第１号（第７条関係）  

周南市水素関連製品等研究開発事業補助金交付申請書  

年  月  日  

（宛先）周南市長  

企業等の名称   

所 在 地   

代 表 者 氏 名   

※代表者印を省略される場合は、下部の発行責任者及び担当者欄の記載が必要です。  

 周南市水素関連製品等研究開発事業補助金交付要綱第７条の規定により、次のとお

り補助金の交付を申請します。  

1 補 助 年 度  年度  2 
補 助 金 の  
交 付 申 請 の

額  
円  

3 
補 助 金 の  
名 称  

 

4 
補 助 事 業 の  
名 称  

 

5 
補 助 事 業 の  
目 的  

 

6 
補 助 事 業 の  
内 容  

 

7 
補 助 事 業 の  
経 費 所 要 額  

予算総額  

(円 ) 

左 の 財 源 内 訳  

区分      

 
金額 (円 )     

割合 (％ )     

8 
着手及び完了
予 定 年 月 日  

着手予定      年  月  日  

完了予定      年  月  日  

9 
補助事業等の
効 果 の 見 込  

 

10 添 付 書 類   

発行責任者及び担当者  

発行責任者名 ：             （連絡先：        ）

担 当 者 名 ：              （連絡先：        ） 

※発行責任者と担当者が同一の場合は、発行責任者名欄のみの記載で構いません。  



別記様式第２号（第７条関係）  

補助事業概要書  

補助金の種類  

 ※いずれかを選択  

□研究開発  （   千円）  

□試験評価  （   千円）  

□その他  （   ）  

 （   千円）  

企

業

等

概

要 

企 業 等 の 名 称   

代 表 者 職 ・ 氏 名   

企 業 等 の 概 要  

設 立 年 月 日      年  月  日  

資 本 金   百万円  

従 業 員 数   

担 当 者 氏 名   

連 絡 先  

T E L  

F A X  

M A I L  

共同で補助事業を行

う企業等がある場合

はその名称と役割  

 

事

業

計

画

の

概

要 

事 業 名   

事 業 期 間   

事業計画の概要  

※本補助金の趣旨に

いかに適合するか等、

詳細は別記様式第３

号に記載のこと。  

 



資

金

収

支

計

画 

区分  経費名  金額  根拠又は簡単な積算  

資金調達内訳  

本補助金   千円   

自己資金   千円   

その他   千円   

合計   千円   

支払内訳  

人 件 費   千円   

補 助 員 人 件 費  

（ 賃 金 ）  
 千円   

機 械 器 具 設 置 費   千円   

共 同 研 究 費   千円   

委 託 料   千円   

謝 金   千円   

旅 費   千円   

役 務 費   千円   

原 材 料 費   千円   

使用料及び賃借料   千円   

消 耗 品 費   千円   

特 許 出 願 等 経 費   千円   

そ の 他   千円   

合計   千円   

※該当する費目がない場合は、追加で記入してください。  

 



別記様式第３号（第７条関係）  

補助事業計画書  

申 請 者   

申 請 企 業 等  

の 代 表 者  
 

所 在 地  

担 当 者 氏 名  

連 絡 先 
TEL：   FAX：   

MAIL：   

１  事業名（研究開発内容を表現できる分かりやすい適切な名称を記載すること。）  

 

２  目的と内容  

 

３  補助事業の新規性・優位性  

 

４  補助事業の実施体制と役割分担  

 

５  補助事業の効果（事業化、量産化、設備投資及び新規雇用の予定など）  

 

 



別記様式第４号（第７条関係）  

委託説明書  

 

委 託 先 
 

委 託 の 内 容 

 

委 託 の 必 要 性 

 

委 託 期 間    年  月  日  ～    年  月  日  

見 積 金 額  

※見積書を添付してください。  

※委託ごとに作成してください。  



別記様式第５号（第７条関係）  

特許取得説明書  

 

特 許 の 名 称 
 

特 許 の 内 容 

 

特許取得の必要性等 

 

出 願 時 期 （ 予 定 ） 年  月  日  

※特許ごとに作成してください。  



別記様式第７号（第８条関係）  

事業  変更（  中止  ・  廃止  ）承認申請書  

 (宛先 ) 周  南  市  長  

企業等の名称   

所 在 地   

代 表 者 氏 名   

※代表者印を省略される場合は、下部の発行責任者及び担当者欄の記載が必要です。  

年  月  日付け    第  号で補助金の交付決定通知のあった補

助事業を次のとおり  変更  （  中止  ・  廃止  ）したいので、周南市水素関連製品等研

究開発事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により申請します。  

1 補 助 年 度  年度  2 
補 助 金 の  
交付決定の額  

円  

3 
補 助 金 の  
名 称  

 

4 
補 助 事 業 の  
名 称  

 

5 
変 更 ・ 中 止  
廃 止 の 理 由  

 

6 
中 止 ・ 廃 止  
の 年 月 日  

    年  月  日  

7 変 更 の 内 容   

8 
補助事業等の  
経 費 所 要 額  

予  算  総  額  
(円 ) 

左  の  財  源  内  訳  

区    分      

 

( 1 ) 変 更 前   金額 (円 )     

( 2 ) 変 更 後   金額 (円 )     

 変更後の割合     (％ )     

9 

変 更 後 の
着 手 及 び
完 了 予 定
年 月 日  

着手予定     年  月  日  
 
完了予定     年  月  日  

10 添 付 書 類  
(1) 補助事業変更計画書  

(2) その他（                   ）  

発行責任者及び担当者  

発行責任者名 ：             （連絡先：        ）

担 当 者 名 ：              （連絡先：        ） 

※発行責任者と担当者が同一の場合は、発行責任者名欄のみの記載で構いません。  



別記様式第８号（第８条関係）  

補助事業変更計画書  

1 補助金の種類  □研究開発事業  □試験評価事業  

 □その他  （    ）  

 

2 企業等の名称   

 

3 事業名   

 

4 補助事業の変更点及びその理由  

 （変更前と変更後が明確に分かるようにすること。）  

（１）補助事業の変更点  

 

（２）補助事業を変更する理由  

 

備考 この変更計画書は、次に掲げるような事業内容が大幅に変更となった場合に

のみ申請する様式である。  

１ 補助対象経費の総計が、当初計画より 30 パーセント以上増減が生じる場合  

２ 当初計画で計上していなかった経費を計上する場合  

３ その他補助事業を遂行する上で、大幅な事業内容の変更を伴う場合  



別記様式第 10 号（第９条関係）  

実績報告書  

年  月  日  

（宛先）周南市長  

企業等の名称   

所 在 地   

代 表 者 氏 名   

※代表者印を省略される場合は、下部の発行責任者及び担当者欄の記載が必要です。 

    年  月  日付け  第   号で補助金の交付決定を受けた補助事

業について、周南市水素関連製品等研究開発事業補助金交付要綱第９条の規定により、

次のとおり報告します。  

1 補 助 年 度  年度  

2 
補 助 金 の  
交 付 決 定 の 額  

円  

3 
補 助 金 の  
既 交 付 額  

円  

4 
補 助 金 の  
精 算 額  

円  

5 
補 助 金 の  
名 称  

 

6 
補 助 事 業 の  
名 称  

 

7 
補 助 事 業 の  
内 容  

 

8 
着手及び完了
年 月 日  

着手      年  月  日  

完了      年  月  日  

9 
補 助 事 業 の  
成 果  

 

10 添 付 書 類  

(1) 補助事業実施内容報告書  

(2) 事業成果説明資料  

(3) その他（         ）  

発行責任者及び担当者  

発行責任者名 ：             （連絡先：        ）

担 当 者 名 ：              （連絡先：        ） 

※発行責任者と担当者が同一の場合は、発行責任者名欄のみの記載で構いません。  



別記様式第 11 号（第９条関係）  

補助事業実施内容報告書  

補助金の種類  

 ※いずれかを選択  

□研究開発  （   千円）  

□試験評価  （   千円）  

□その他  （   ）  

 （   千円）  

企

業

等

概

要 

企 業 等 の 名 称   

代 表 者 職 ・ 氏 名   

所 在 地   

企 業 等 の 概 要  

設 立 年 月 日      年  月  日  

資 本 金   百万円  

従 業 員 数   

担 当 者 氏 名   

連 絡 先  

T E L  

F A X  

M A I L  

共同で補助事業を行

う企業等がある場合

はその名称  

 

事

業

計

画

の

概

要 

事業名   

事業期間   

事業計画の概要  

※詳細は、別添本事

業の成果を説明する

資料に記載のこと。  

 

 



資

金

収

支  

資 金 調 達 内 訳 

経 費 名  申請時計画金額 (A) 実績額 (B) (B) ― (A) 

本 補 助 金   千円   千円   千円  

自 己 資 金   千円   千円   千円  

そ の 他   千円   千円   千円  

合 計   千円   千円   千円  

支 払 内 訳 

人 件 費   千円   千円   千円  

補 助 員 人 件 費

（ 賃 金 ）  
 千円   千円   千円  

機械器具設置費   千円   千円   千円  

共 同 研 究 費   千円   千円   千円  

委 託 料   千円   千円   千円  

謝 金   千円   千円   千円  

旅 費   千円   千円   千円  

役 務 費   千円   千円   千円  

原 材 料 費   千円   千円   千円  

使 用 料  

及 び 賃 借 料  
 千円   千円   千円  

外 注 費   千円   千円   千円  

消 耗 品 費   千円   千円   千円  

特許出願等経費   千円   千円   千円  

そ の 他   千円   千円   千円  

合 計   千円   千円   千円  

 



別記様式第 13 号（第 11 条関係）  

 

周南市水素関連製品等研究開発事業補助金請求書  

年  月  日  

（宛先）周南市長  

企業等の名称   

所 在 地   

代 表 者 氏 名   

※代表者印を省略される場合は、下部の発行責任者及び担当者欄の記載が必要です。  

 

 周南市水素関連製品等研究開発事業補助金交付要綱第 11 条の規定により、次のと

おり補助金の交付を請求します。  

 

1 補 助 年 度  年度  2 
交 付 請 求

額  
円  

3 
補 助 金 の  
名 称  

 

4 
補 助 事 業  
の 名 称  

 

5 

補 助 金 の  
交付決定の額  

 

周南市水素関連製品等研究会開発事業補助金交付決定通知書  

     号     年  月  日  

6 

補助金の交付
確 定 額  

 

周南市水素関連製品等研究会開発事業補助金確定通知書  

     号     年  月  日  

 

発行責任者及び担当者  

発行責任者名 ：            （連絡先：        ）

担 当 者 名 ：             （連絡先：        ） 

※発行責任者と担当者が同一の場合は、発行責任者名欄のみの記載で構いません。  


